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商標制度 

 

１．現行法令について 

現行商標法は１９９８年１月１日に施行された法律第８２９３号です。細部については

その後数回の改正がありました。 

 

２．商標出願時の必要書類 

 商標出願は、次のいずれかに基づくものでなければなりません。 

Ａ．現実の使用に基づく出願 

Ｂ．使用意思に基づく出願 

Ｃ．出願人の本国登録に基づく出願 

（１）願書 

① 出願人の住所、名称（氏名）、国籍。 

② 商品・サービスの区分及び商品・サービスの表示 

③「出願の種別の表示」（上記、Ａ．Ｂ．Ｃ．のいずれか） 

④ 優先権主張の場合：基礎出願の出願国、出願日、出願番号 

⑤ 商標が外国語の場合：その翻訳又は音訳の表示 

⑥ 色彩を商標の本質的要素とする場合：その旨と色彩の表示、色彩で表示される主要

部分の表示及び色彩の指定 

⑦ 立体商標の場合：商標の説明 

⑧ 団体商標の場合：その団体の説明 

（２）商標見本（１０部） 

商標が明瞭で十分な複製性が必要とされています。 

（３）委任状 

出願日から６０日以内に提出しなければなりません。公証・認証は必要ありません。 

（４）優先権証明書 

出願日から３ヶ月以内に提出しなければなりません。 

（５）優先権翻訳（英語） 

出願日から３ヶ月以内に提出しなければなりません。 

（６）所定の出願料の納付 

 

３．料金表 (単位：フィリピン・ペソ（PHP）) 

料金は、大規模企業と小規模企業によって異なっており、小規模企業は大規模企業の半

額となっています。 

（１）出願料（１区分ごと）：  ２１６０  （小規模：１０８０） 

（２）優先権主張（１区分ごと）： １５００  （小規模： ７５０） 
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（３）色彩の主張（１区分ごと）：  ５００  （小規模： ２５０） 

（４）識別性の主張（１区分ごと）：  ５００  （小規模： ２５０） 

（５）早期審査の主張   ５２００  （小規模：２６００） 

（６）期間延長請求    ６００  （小規模： ３００） 

（７）分割出願     ５００  （小規模： ２５０） 

（８）放棄出願の復活   １０００  （小規模： ５００） 

（９）出願種別の変更   ２０００  （小規模：１０００） 

＜本国登録から使用意思に基づく出願＞ 

（１０）補正・訂正    ７００  （小規模： ３５０） 

（１１）登録料    １０００  （小規模： ５００） 

（１２）更新出願   １０００  （小規模： ５００） 

（１３）譲渡     ５００  （小規模： ２５０） 

 

４．料金減免制度について 

 上述の通り、小規模企業についての料金は大規模企業の半額となっております。 

 

５．実体審査の有無 

 商標出願については実体的登録要件の審査が行われます。 

 

６．出願公開制度の有無 

 商標出願について出願公開制度は採用されておりません。 

 

７．審査請求制度の有無 

 商標出願は全件実体審査の対象となりますので審査請求制度は採用されておりません。 

 

８．出願から登録までの手続の流れ 

★フィリピンでは出願時に商標を実際に使用している必要はありませんが、出願日から

３年以内に「使用宣言書」及び「使用証拠」を提出することが義務付けられています。

商標出願は、知的所有権庁の商標局に対して行います。商標出願はオンラインで行うこ

とができます（Office Order No. 125- Series of 2004）。 

 

（１）商標出願は最初に方式要件（出願日を付与するための条件）について審査されます。

方式要件を満たしていない場合には１ヶ月以内に不備を是正するよう求められ、適

正な是正がなされない場合には出願は取り下げられたものとみなされます。 

（２）方式要件を満たした商標出願については、以下の不登録事由に該当するか否かの実

体審査が行われます。出願が不登録事由に該当する場合には出願人にその旨の通知
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がなされ、２ヶ月以内（１回に限り２ヶ月の延長可能）に意見書・補正書提出の機

会が与えられます。不登録事由が一部の商品・サービスについてのみである場合、

出願人は出願を分割することができます。最終的に出願拒絶された場合には、２ヶ

月以内に商標局長に対して抗告することができます。 

（３）出願が不登録事由に該当しない場合には、商標出願は出願公告されます。出願公告

のための費用は出願人が負担することになっています。第三者は、出願公告から３

０日以内に異議申立てを行うことができます。異議申立てがあった場合には、審査

官による再審査が行われます。異議申立てがなかった場合には、所定の登録料の納

付を条件に商標出願は登録され、出願人に登録証が発行されます。 

（４）本国登録に基づく出願の場合 

商標出願が出願人の本国登録に基づく出願の場合には、出願日から１２ヶ月以内に

本国登録の認証謄本を提出しなければなりません。この１２ヶ月の期間は、１２ヶ

月延長することができますので、本国登録の認証謄本の提出期限は出願日から２４

ヶ月となります。もし、この期間に認証謄本を提出できない場合には、出願人は２

４ヶ月の期間経過後２ヶ月以内に、本国登録に基づく出願を「使用意思に基づく出

願」に変更することができます。 

【不登録事由】 

① 商標が非道徳的、国家象徴を誹謗中傷する要素で構成されている場 

② 商標がフィリピン又は外国の国旗、紋章等で構成されている場合 

③ 商標が特定の個人、肖像、大統領の氏名等で構成され本人の同意がない場合 

④ 先行商標と同一又は類似の商標 

⑤ フィリピン国内又は外国で周知な商標と同一又は類似の商標 

⑥ 商品・サービスの品質等について誤認混同されるおそれがある商標 

⑦ 識別性のない商標（慣用商標、品質表示等） 

⑧ 商品の機能確保のために必要不可欠な立体形状からなる商標 

⑨ 色彩のみからなる商標（一定の形態で限定されていないもの） 

⑩ 公序良俗に反する商標 
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９．存続期間及びその起算日 

商標権の存続期間は登録日から１０年です。存続期間は１０年間ごとに更新することが

できます。存続期間を更新するためには、存続期間の満了前６ヶ月以内に更新登録出願

をしなければなりません。 

存続期間の更新要件は以下の通りです。更新出願が拒絶された場合には、商標局長に対

して抗告することができます。 

【更新要件】 

（１）更新出願の願書 

（２）更新時に使用されている商品・サービスの表示、及び使用されていない商品・サー

ビスの表示 

（３）所定の手数料の納付 

（４）委任状 

 

１０．出願時点での使用義務の有無 

商標出願時点での使用義務はありませんが、上述の通り、以下の期間において使用宣言

書及び使用証拠の提出が義務付けられております。不使用についての正当理由がある場

合には、使用宣言書に代えて正当理由について証拠とともに説明することが必要です。 

（１）出願日から３年以内 

出願に係る商標が実際にフィリピン国内で使用されている証拠とともに使用宣言書

（Declaration of Actual Use of the Mark）を提出しなければなりません。提出が

ない場合には、出願は記録から抹消されます。 

（２）商標登録後５周年目に該当する日から１年以内 

商標登録の更新とは別個の手続きですので、商標権者がこの期間内に使用宣言書又

は正当理由の説明書を提出しない場合には、商標権は抹消されることになります。 

【不使用の正当理由】 

商標権に係る商品の販売が規制されている場合のように商標権者が登録商標を使用

する意思があるにも拘わらずその使用が制限されているような場合には正当理由と

認められます。商標権者の資金不足によって使用できないような場合には正当理由

があるとは認められません。 

 

１１．保護対象 

商標とは、ある企業の商品又はサービスを他と識別することができる視認可能な標識と

定義されています。商品の容器などの立体形状も保護対象となっていますが、商品の機

能を確保するための不可欠な形状のみからなる商標は登録適格性を欠くものとされてい

ます。色彩それ自体は登録の対象とはなりませんが、一定の形態で限定することにより

登録の可能性があります。 
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１２．留意事項 

（１）マドリッド協定議定書（マドプロ）について 

フィリピンはマドプロには加盟していませんので、国際登録に基づく商標の保護を

受けることはできません。 

（２）不使用取消し制度 

登録商標が、正当な理由なく商標登録後３年間使用されていない場合には、第三者

の請求により登録商標は取り消されます。上述の通り、正当理由は客観性のあるも

のでなければなりませんので、商標権者の資金不足等は正当理由としては認められ

ません。 

（３）登録の無効・取消し請求 

登録商標が登録要件に違反して登録された場合には、商標権の存続期間中はいつで

も登録の無効・取消しを請求することができます。但し、先行商標との同一・類似

を理由とする場合には、登録から５年経過した後は請求をすることができません。 

（４）商標権の分割 

商標権の分割を請求することができますが、分割は区分単位で認められますので、

同一区分内での商品・サービス単位で分割することは認められていません。 

（５）譲渡 

商標権は、公衆に誤認混同を与えない限り事業と分離して譲渡することができます。

但し、商標局に譲渡を登録しない限り第三者にその譲渡の有効性を主張することは

できません。譲渡の登録要件は以下の通りです。 

【譲渡の登録要件】 

① 公証された譲渡証書（署名は、譲受人のみで可）。 

② 譲受人の委任状（公証は不要） 

③ 所定の手数料 

（６）ライセンス 

登録商標に基づくライセンスを許諾することができますが、使用権者による品質保

証条項を盛り込んだ契約書を商標局に登録する必要があります。 

（７）商標登録の表示 

商標権侵害で救済を受けるためには、商品等に登録商標である旨の表示をしている

ことが必要となります。登録商標である旨の表示は、「登録商標」又は「Ⓡ」とされ

ています。 
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